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第8章 トルコ共和国における耐震補強奨励制度の検討

8.1は じ め に

脆弱建物への耐震補強の実施は、地震 時の建物被害 と人的被害 を軽減するための根本的な対策で あ

る.加 えてその効果 は,救 命救急活 動,瓦 礫撤去,応 急 ・恒久住宅 などの住 宅再建や生活再建に要す

る費用の低減 と多岐 に渡 るため,事 前の耐震補強の普及 は地震 防災上最 も重要な対策 と言える.特 に,

中東 ・西アジア ・中南米な どを代表 として,耐 震性能 の低 い組積造構造物が建築ス トックに 占める割

合の大きい国々では、大地震時 には膨大 な建物被害 と人的被害が発 生す るため,そ の重要性は更 に高

いと言える.耐 震補強をいか に推進 させるか という問題は世界共通の課題 となっている.

わが国で は,兵 庫県南部地震を契機 として既存不適格建物 の危険性が再認識 され,そ の後,様 々な

耐震補強促進策が実施 されてきた.こ れ らの知見 は,共 通の課題を抱 える諸外国にお いて も,有 用で

あると考え られる.し か し,木 造建物が建築ス トックの大部分を占める 日本 とは異なる建物ス トック

を有する国々も多 く,情 報発信 にあたっては,わ が国における制度/シ ステムを当該 国の実情 に合わせ

て修正 した上で,最 適な制度/シ ステムを模索する必要がある.本 研究では,社 会 ・技術 ・制度の異な

る国々において,建 物ス トックの耐震性能 の問題 点および耐震性能 の確保が進まない理 由を明 らかに

し,耐 震補強 を促進す るための制度設計 を行 う.こ こでは,ケ ーススタデ ィとして トル コ共和国イス

タ ンブール地域を取 り上げるが,日 本 だけでな く諸外 国を比較検 討できる 「既存不適格構造物の耐震

補強促進制度の世界モデル」 の構 築を最終 目標 としている.

イスタ ンブール地域 における耐震補強推進のための具体的な制度設計にあた っては,既 存 の被災者

支援制度の修正に加 えて,我 々の研究 グループによる耐震補強保証に基づ く工事奨励制度(以 下,耐 震

補強保証制度 と呼ぶ)の 導入 を検討 した.本 制度 は,「 事 前に耐震補強を行 い,『 しかるべ き耐震補 強

を済 ませた』と判断された建物について,そ の建物 が地震時 に被害を受 けた場合に,再 建費用の一部

を行政が負担す る」とい う仕組みを有する.イ スタンブール地域においてシナ リオ地震が発生 した際の,

耐震補強保証制度の導入効果を分析す るとともに,当 該 国に適 した制度 の導入条件を検討 した.ま た,

制度/シ ステム と耐震補 強の技術 開発 とのバ ランスにも着 目し,制 度設計 と技術 開発 の相乗効果 につい

ても検討 した.

8.2ト ル コにおける脆弱建物の耐震補強をめぐる環境

まず初めに,ト ル コ共和国 と日本 にお ける人々の生活環境 ・地震の危 険性 ・建築環境 ・社会制度の

比較 を行 い,耐 震性能の低い建物 の耐震補強 をめ ぐる環境 を整理す る.諸 条件を 日本 と比較する こと

によ り,ト ル コ共和国 において建物 の耐震補強が進 まない理 由を抽 出す る.地 震発 生の危険性 につい

て は,兵 庫県南部地震 とコジャエ リ地震の被害を比較す るとともに,ト ル コ共和国にお けるシナ リオ

地震によ り想定 される被害 について も考慮する.

8.2.1生 活 環 境

表8-1は,総 務省統計局の世界の統計(2003)等 を用いて トルコ共和国 と日本 における各種 の統計デー

タを整理 したものである.ト ルコ共和国の人 口は6,861万 人(2001年 現在),面 積は77万4,815k㎡ である.

面積は日本 の約2倍,人 口は 日本の約半分 に近い.両 国の主要都市である東京都 とイス タンブール市の

人 口を比較すると,イ スタンブール市 の面積は東京都の45%,人 口密度 は8923人/k㎡ で東京都の1.59
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第8章 トルコ共和国における耐震補強奨励制度の検討

図8-1男 女年齢5歳 階級別人 口構成

倍となった.全 世界においても有数の過密都 市と言える.ト ル コ共和 国の1999年 の出生率は 日本の2.3

倍であ り.男 女年齢5歳 階級別 人口構成(図8-1)を 見て も,若 年齢層の人口が多い ことがわか る.日 本

にお け る65歳 以 上の 人 口の割 合 は トル コの3.4倍 で あ る,深 刻 な 高齢 化 問題 を抱 え る 日本 と比べ て,ト

ル コ共和 国 まだ 人 口増 加 傾 向 をた どって い る.平 均 世帯 人員 は5人 で あ り,日 本 の1.85倍 で あ る.

トル コ共 和 国 の2000年 の 国 内総 生産(GDP)は1,999億USド ル,1人 当 た りのGDPは2,967USド ル で あ る.

2000年11月,2001年2月 の2回 の 金融 危 機 によ り,2001年 は 通 貨 トル コ･リ ラが 大 幅 に 下落 した.卸 売

物 価 指 数 の対 前年 上 昇 率 は64.9%(1999年), 54.9%(2000年), 54.4%(2001年)で あ り,イ ン フ レ率が

高 く不安 定 な経 済 状況 が 続 いて い る.失 業 率 は7.3%(1999年)で あ る.経 済 的な 課題 に加 え て,非 識字

率の高さ,乳 幼児の死亡率の高さな ど教育 ・衛 生等の社会的課題 も抱えている.

8.2.2地 震の 危 険性

トルコ共和国北部は世界でも有数の地震頻 発地域の一つである.国 内には,北 アナ トリア断層(図8-

2)と 東アナ トリア断層という2つ の巨大な断層が存在す る.北 アナ トリア断層は東西に1.000㎞ 以上続

く断 層で あ り,1939年 の地 震以 降,8つ の 大地 震 を引 き起 こ して い る.1999年8月17日 午 前3時1分27秒

に 発生 した コ ジ ャエ リ地 震 で は,北 ア ナ トリア断 層 の西 部 分 の100-125㎞ が 破 壊 した.図8-2に 示 した

通 り,そ れ までの地震 の震源は,東 か ら西へ と進展 して きてお り,コ ジャエ リ地 震の震源域は典型的

な空白域 の 一つ として認識 されていた.イ スタ ンブール市 は,中 東にお ける巨大都市 の一つであ り,

北アナ トリア断層の西端 に位置す る.過 去の断層の震源が東か ら西へ移動 して いる ことか ら,今 後,

イスタンブール地域が新たな巨大地震 に襲われる という可能性が指摘 されて いる.文 部科学省による

コ ジ ャエ リ地 震 調査 団 の報 告(1999)に よ れ ば,コ ジ ャ エ リで の 最 大地 震 動 は,震 央 か ら約40km離 れ た

Sakaryaで 記 録 され,そ の大 き さは 水 平 加 速度 が406Gal,鉛 直加 速 度 が260Galで あ った.1999年9月12

日の中央 危 機 管 理本 部 に よ る被 害状 況 の発 表 で は,地 震 によ る死 者 は15,466人,負 傷 者 は23,954人 で

あ った.被 害 家 屋 計 は187,685戸 で あ り,そ の うち大 破 ・崩 壊 した も のは60,434戸 で あ った(表8-1).

人 的 被害 にお け る死 者 と負 傷者 の比 に着 目す る と,兵 庫 県 南部地 震 で は1:7,55で あ る の に対 して,

コ ジャエ リ地 震 で は1:1.55と な る.コ ジ ャエ リ地 震 で は 人的 被 害 にお け る死 者 の割 合 が 著 しく高 い と

言える.こ の理 由としては,レ ンガ造の建物で は構成部材が小 さいために建物が崩壊 した際に生存空
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第8章 トルコ共和国における耐震補強奨励制度の検討

図8-2北 アナ トリア断層沿 いの地震

間が著 しく小さくな り,甚 大な人的被害 を引き起 こしやすい点,1世 帯 当た りの人員が多 い(表8-1)点

などが考え られる.

8.2-3建 物 ス トック

住宅 の新 築数 にお け る1戸 建 て の割 合 を比 較 す る と,日 本 で は47.8%,ト ル コで は17.3%と な る.ま た,

住 宅 総数 にお け る持 ち家 住 宅 の割 合 は,日 本 で60.3%,ト ル コで70.5%と な る(表8-1).よ って,ト ル コ

共 和 国 で は 日本 と比 較 して,共 同住 宅 の割 合 が 多 く,持 ち家 住 宅 の割 合 もや や 多 い と言 え る.ま た,

表8-1に お いて 住宅 総 数 と住 宅 新 築数 のデ ー タ取 得年 次 は異 な る もの の,住 宅 総 数 に対 す る住 宅新 築 数

の割 合 を算 出す る と,ト ル コ共 和 国 に お け る新 築 の 割合 は 日本 よ り低 くな る.一 方,産 業別 就 業 者 数

を見 る と,建 設 業 に携 わ る就 業 者 の割 合 は,日 本 で 約10%,ト ル コで5.4%と な る.こ れ らよ り,ト ル

コ共 和 国の住 宅 建設 業界 の規模 は 日本 よ り小 さい と言 え る.

JICA・IMM(Istanbul Metropolitan Municipality)(2002)に よ れ ば,イ ス タ ン ブ ー ル 市 内 に は,

724,623棟 の 建物 が 存 在す る.表8-3に 示 す よ う に,RCの フ レー ム の 中 に レ ンガ を積 み 上 げ て 建 てて い

る住 宅(RCフ レー ム レンガ 壁住 宅)は そ の75%(543,623棟),フ レー ム が な くレ ンガ を積 み 上 げた だ け の

構造 で あ る組 積造 住 宅 は23.2%(168,100棟)で あ る.両 者 の 構造 で 全 建物 ス トック の約98%を 占め て い

る.RCフ レー ム レ ンガ壁 住 宅 で は,全 階 層 の うち4階 建 て以 上が69%を 占め る.こ れ らの統 計 か ら も共

同住 宅 が 住 まい の 主流 を成 して い る実 情 が わ か る.共 同住 宅 で は,戸 建 住 宅 に 比べ て,耐 震 補 強実 施

に際 して住 民 間の 合意 形成 が 難 しくな る.
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第8章 トルコ共和国における耐震補強奨励制度の検討

表8-1ト ルコ共和国 と日本の各種統計データ
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第8章 トルコ共和国における耐震補強奨励制度の検討

表8-2ト ルコ共和国における耐震設計基準の変遷
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表8-3イ スタンブール市内の建物ス トック

8.2.4建 物 強 度

表8-2は トル コ共和国にお ける耐震基準 の変遷 と日本 における耐震基準の変遷 をまとめた ものである.

表 の作成 にあたっては,日 本建築学会 による地震災害調査報告(1993,2001),大 橋(1993)お よび 日本

建築学会(1987)を 参照 した.ト ルコの耐震規定は耐震基準条文 とゾー ンマ ップか らなる.1939年12月

26日 に発生 したエル ジ ンジャ ン地震(M7.9)を 契機 と して,1944年 に初期 の基準 ができた.そ の後,

1998年 までに,基 準 および ゾー ンマ ップの改正が何回か行われて いる.1975年 の基準 の改正 までは許

容応力度設計法 に基づ くが,1998年 の基準 か らは動 的な効 果 を考慮 した終 局強度 設計法 に基づ く.

1998年 の新基準 は,日 本の新耐震設計法 と同程度 の高 い水準の ものである12).1975年 の基準 は1998年

まで20数 年 に渡 って使用 されてお り,コ ジャエ リ地震で被害 を受けたものの多 くが,1975-1998年 の間

に建設 された建物であった.1975年 の旧基準は十分ではないが一定の耐震性能 を有 してお り,基 準の

実行度が不十分であった点が問題視 されて いる.建 築時には,地 域官庁 か ら施工主宛 の許可 を得 る必

要がある.こ の際,建 築設 計 ・構造設計お よび計算 ・設備電気設計な どの全て の建築計画 を官庁 に提

出 しなけれ ばな らない.施 工主が雇 う構造設計責任者(Engineers of Record)は,官 庁 によ り承認 され

た設計図書に適合 した施 工が実施 されるよ う監督す る責任 を有す る.構 造 設 計責任者は,基 準違反 を

見つけた場合 に官庁に報告 しなければな らな い.基 準違反 には罰則があるが,そ の施行 は甘 い.ま た,

EERI(2002)で の指摘 によれ ば,構 造設計責任者が どのよ うに建築過程を監督すべ きか とい うガイ ドラ

イ ンは法令に掲載 されていない.よ って,構 造設計責任 者が建設 中に現 場に立ち会わず他 の建設計画

の獲得 に奔走 している ことも多い.建 築過程 の監督が不十分 とな る背景には,構 造設計責任者へ の報

酬が建設許可取得時に一括支払いになって いる ことや,構 造設計責任者が注 文主ではな く建築請負業

者に雇われた建築士である等 の要因がある.

また,ト ル コ共和国には旧市街地 ・計画 的新 開発市街地 の他,戦 後 に旧市街地 を取 り巻いて斜面地

な どを不法 占拠 した非認可住宅地域(Gece kondu,以 下ゲジェコ ン ドと呼ぶ)が 存在する.1960年 代初

めまで に形成 されたゲジェコン ドは,イ ンフラ未整備 の未利用地で ある斜 面地 を不法 に占拠 した 自己

居住用の戸 建住宅地であった.1960～1970年 代 において は,許 可な し開発 と してのゲジェコ ン ドが台

頭 し,賃 貸住宅や分譲住宅が建設 された.1970年 代以降にはさ らに大規模化 した無許可開発が行われ

た.1966年 と1981年 に,一 定 の建築条件を満たす既存のゲ ジェコン ドを適法住宅 として認知 し,条 件
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図8-3ト ル コと日本にお ける建物被害関数の比較

を満たさな いものを撤去す る との法律が制定された.し か し,依 然 としてゲジェコン ドが横行 してお

り,建 築基準を満たさず耐震性能 の低 い違法なゲジェコン ド住宅の存在が危険視 されている.

ここで建物被害関数 を用いて,ト ル コ共和 国と日本の建物強度 の比較を行 う.JICA・IMM(2002)は,

表8-3に 示 した構造 ・階層の異な る11種 類の建物群 について建物被害関数を提示 して いる.こ の文献 中

で は被害 関数の横軸 は応答変位,横 軸 は全壊率 ・半壊率 ・一部損壊率 とな っている.そ こで,各 々の

建物群 の固有周期 ・降伏変位 ・降伏加速度 ・スペ ク トル倍率及び シナ リオ地震(図8-4)に おけるイスタ

ンブール地域のPGA-PGVの 関係式を用 いて,横 軸 を応答変位 か らPGVに 変換 した.我 が国の建物 につい

て は,村 尾 ・山崎(2000)が 兵庫県南部地震 における灘区の被害データを用いて作成 した被害 関数 を参照

す る.図8-3に 両国での全壊率関数 を比較す る.組 積造住宅3階 建て以上,組 積造住宅1-2階 建て,RCフ

レーム レンガ壁住宅8階 建て以上,4-7階 建て以上,1-3階 建て以上の順 に耐震性能が低 いことがわかる.

また,日 本 にお ける1972年 以降のRC建 物 は,ト ルコ共和国 の組積造住宅,RCフ レーム レンガ壁住宅よ

りも耐震性能が高 い.

8.2.5耐 震補強工事の現状

EERI(2002)に よれ ば,ト ルコにお ける現行の主な耐震補強 は,レ ンガ壁 をコンクリー トせん断壁 に変

えることによ り,水 平荷重への耐力を向上す る構法である.そ の他,控 え壁 の配置,柱 の被覆,ブ レ

ースや外付 けフレームの付加な どの技術が ある.ま た近年,組 積造住宅 の新 しい耐震補強構法 として,

パ オラ ・目黒(2003)に よ り梱包用PPバ ン ドの メッシュを用いた耐震補強構法が提案 されて いる.材

料の低価格さと手 に入 りやす さか ら,低 価格な補強構法 として今後期待 され る.

トル コ共和国の専門家 を対象 とした著者 らの ヒア リング調査よ り得 られた住宅の構造部分 ・設備部

分 の建設費用および耐震補強費用の平均額 を表8-4に 示す.RCフ レーム レンガ壁住宅であれば,床 面積

1㎡当た りの費用は,構 造部分の建設費用が80USド ルで あ り,耐 震補強費用が60USド ルである.ま た,

組積造住宅では,床 面積1㎡ 当た りの構造部分 の建設 費用が40USド ルであ り,耐 震補強費用が30USド ル

で ある.こ れよ り,ト ルコにお ける耐震補強費用は,構 造部分の新規建築費用の3/4程 度 にのぼると言

える.建 築行政研究会(1996)に よれ ばわが国の場合,木 造では構造部分の新築費用が約15万 円/㎡,耐

震補強費用が1～2万 円/㎡ である.ま た非木造の場合 は,構 造部分 の新築費用が約30万 円/㎡,耐 震補
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強 費用が4万 円/㎡ である(表8-4).こ れよ り,日 本における耐震補強費用は木造で新規の構造建築費用

の1/15,RCで1/8程 度 と言え る.日 本の現状 と比較 して,ト ルコ共和国では構 造部分 の新規建設 費用

に対 して耐震補強費用が著 しく高 いことがわかる.こ のような補強実施費用の高さは,補 強意欲 を減

少させ るものであり,補 強技術の向上によるコス トの減少が望 まれる.

8.2.6イ ス タ ンブー ル地域 の シナ トオ 地震 と想定 被 害

JICA・IMM(2002)で は,イ ス タ ン ブー ル市 にお け る シナ リオ 地震 によ る被 害 想定 を行 って い る.そ の

中で は4つ の 断 層モ デ ル を 想定 して い るが,そ の う ち最 も発 生 の可 能 性 が 高 い もの と して,図8-4に 太

線 で 示 した 断 層 モ デ ル を 提 示 して い る.こ れ は,1999年 の コ ジ ャエ リ地 震 に よ る 断 層 の 西 側 か ら

Silivliま で の120キ ロのセ ク シ ョ ンを断 層 と した もので,断 層長 が119kmの 横 ず れ断 層 で あ る.モ ー メ

ン トマ グニ チ ュー ド(Mw)は7.5と され て いる.図8-4の 着色 部 分が イス タ ンブー ル市 で あ るが,こ の地

域 にお い て 想 定 さ れ て い る地 表 最 大 速 度(PGV)を 図8-5に 示 す(飛 び 地 を 除 く).地 震 動 の 推 定 は

Campbellの 手 法 によ る.RCフ レー ム レンガ壁 住 宅 と組 積 造住 宅 の棟 数 を,所 在 地 の想 定 地 震 動 と階層

別 に 整 理す る と図8-6と な る.PGVが20～80kine(cm/s)の 地 域 に 建 物 が 多 く存 在 し,と りわ け20～40

kine(cm/s)の 地 域 に54%の 建 物 が 集 中す る.JICA・IMM(2002)に よれ ば図8-4の 断 層 モ デル によ る 建物

被 害 は,総 建物724,623棟 の うち,全 壊 が51,477棟,半 壊 が113,535棟,一 部損 壊 が252,370棟 と推 定 さ

れ て いる.

表8-4新 規建物建設費用 と耐震補強費用の比較

図8-4シ ナ リオ地震の断層モデル
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図8-5イ スタンブール市 内の想定地表最大速度

図8-6想 定地震動 ・建物タイプ別の棟数

8.2.7現 行の被災者支援制度

トル コでは地震後 の応急復 旧期には,テ ン ト設営,仮 設住宅 の建設及び瓦礫処理が行われる.1999

年のコジャエ リ地震の際に被災者支援 に要 した資金 につ いて,ヒ ア リングを行 った.仮 設住宅 を建設

す るのに要した地代,建 物建設費用,イ ンフラ等 の設備費用 は表8-5の 通 りである.総 費用 を仮設住宅

戸 数で割 って仮設住 宅1戸 あた りの費用を算出 した ところ,4,717USド ルとなった.外 務省によれ ば,

仮 設住宅建設数の約30%は 日本 を含 む海外か らの支援 によるという.日 本政府 は,ト ルコ共和国政府

の要請に基づ き,兵 庫県 よ り阪神淡路大震災 の被災者が使 用 していた仮設住宅約1900戸 の無償提供 を

受 けて,ト ル コ政府に提供 した.こ れ らの仮設住宅の建設 に際 して は,ト ル コ人技術 者に対す る建設

指導が行われた他,仮 設住宅 の輸送 費充当のため140万USド ルが緊急無償援助 された.ま た,建 物解体
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表8-5仮 設住宅建設費用 表8-6建 物解体 費用

費用の総額 を解体建物棟数で割 って1戸 あた りの建物解体費用を算出 した ところ,表8-6に 示 したよ う

に1, 163USド ル となった.

復 旧復興期には,地 震被災者 を支援す る目的で,災 害法(1959年)に よる 「地震による被災建物の国

家補償制度」 に基づき,全 壊 した持ち家住宅の所有者に対 して,恒 久住宅が現物支給 され る(以 下、 こ

の制度を恒久住宅供与制度 と呼ぶ).住 宅建設は,郊 外の丘陵地 における新市街地開発 として行われる.

恒久住宅は1戸 あた り床面積100㎡ であ り,コ ジャエ リ地震 の前 までは無償で提供 されていた.し か し

この地震の際には被害が膨大であった ことか ら,そ れ が有償 とな った.著 者 らの ヒア リングによる と,

コジャエ リ地震の際には,行 政側 による恒久住宅の建設には1戸 当た り総計42, 000USド ル(土 地造成 と

インフラ整備 ・建設費用等を含む)を 要 した.こ れが1戸 当た り12, 000 USド ル にて住 民に供給 され,住

民は購入費用に対す る極めて低利の融資(20年 間での返済義務,最 初の2年 間は返済な し)を 利用す るこ

とがで きた.イ ンフレ率 の高 い トルコ経済 の下では,こ のような低利子 の融資はほ とん ど供与 に近い

と言 える.恒 久住宅供与制度は,過 度 の被災者支援 の主因とな っている と同時 に,市 民が 自分の建物

の耐震補強を実施するイ ンセンティブをな くさせ る力 として作用 して いる点が大きな問題点である.

SAPI(2002)に よる前節 でのシナ リオ地震発生時 の建物被害,電 力施設へ の被害及び産業へ の経済被

害の試算 によると,被 害総額 はイスタ ンブール県 に限っても約304億USド ル となる.こ の額は トル コ共

和国の2000年GDPで ある1, 999億USド ルの約15.2%に のぼる.こ れ らの経済被害に加えて,行 政 は被災

者支援 に対す る支出を行わねばな らない.こ の地震 による建物被害推計値 を元 に,仮 設住宅,瓦 礫処

理,恒 久住宅建設 に要す る費用を概算 したところ,各 々12.8億USド ル,3.2億USド ル,56.8億USド ル と

なった.こ れ らの合計額 は72.8億USド ル とな り,GDPの 約3.6%に 相当す る.費 用算出において は,全

壊建物の所有者は仮設住宅 に移住後,恒 久住宅 を取得す るものとした.こ の結果は,地 震直後 に トル

コ政府が この規模の被災者援助 を行 うことは現実的 に不可能で あ り、事 前の建物の耐震性能 向上 と現

行制度の見直 しが不可欠であることを示唆する.

8.3耐 震補強奨励制度の導入効果の分析手法

トルコ共和国において耐震補強促進 のた めの制度 を検 討す るにあた り,日 本 の事例のよ うに,耐 震

補強 に対す る助成や融資 を行 うとい う選択肢 もある.し か し,助 成や融資型 の制度は必ず予算 の問題

に直面 し,広 く制度を普及 させるのが 困難 となる.そ こで,本 論文では トル コ共和国への耐震補強奨

励制度の導入 を提案 し,地 震動の異なる地域 に立地す る建物1万 棟に対 して提案制度を導入 した場合,

シナ リオ地震発生時に住民及び行 政に とって どのよ うなメ リッ トがあるかを分析する.分 析 の流れ を

図8-7に 示す.ま ず初めに1万 棟 の建物群のうち,あ る割合の建物群が提案 制度 に加入 した もの と想定

する.次 にこれ らの制度加入済 み ・未加入 の建物群 に対 して,シ ナ リオ地震 による被害 の推計 を行 う.
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最後 に建物 に関する諸デー タとコジャエ リ地震時の被災者支援に要 した費用の実績値 を利用 して,提

案制度の加 入に伴 う住 民負担額及び行政負担額の変化を推計 し,制 度の効果 を評価す る.制 度の導入

効果 に関す る分析にあたって は,わ が国 において指摘される制度の利点が,ト ルコ共和国 において も

同様 に制度 の利点にな りうるか どうか に着 目す るとともに,ト ルコ共和国の実情に即 した制度の導 入

方法 について検討する.

8.3.1耐 震補強奨励制度 に基づく行政 ・住民の費用負担

前述のよ うに,恒 久住宅供与 制度は将来的には廃止すべ き制度である.理 由は,現 実 的には経済的

な問題か ら恒久住 宅供与制度 は機能 しない可能性が高いにも関わ らず,住 民 にとって多大な恩恵があ

る と誤認 され,耐 震補 強のインセ ンテ ィブを無 くさせているためである,と は言 って も,急 な制度 改

善は難 しい.そ こで,従 来 か らの恒久住宅 への低利融資を継続 させた上での耐震補 強奨 励制度の導入

(現状 システム踏襲型)と,供 給住宅供与制度を廃止 した上での制度導入(理 想 の システム型)の2つ の

ケースを検 討す る.表8-7と 表8-8に 両ケースにおける制度導入 に応 じた住民 と行政の費用負担 の変化

をまとめた.

図8-8に,現 状システム踏襲型の制度加入時 における住宅被害 に伴 う各種費用の発生パ ター ンを示す.

奨励金は,制 度 に加入 しな い場合 には受け取れな い.現 状 システム踏襲型 による耐震補 強奨 励制度の

導入では,基 準 に従 って耐震補強 を実 施 したにも関わ らず全壊 した場合 に,仮 設住 宅の建設お よび恒

久住宅の支給 に加えて,さ らに生活再建費用の一部に対 して奨励金を支給す るもの とす る.全 壊被害

に対 して非 常に手厚 い制度 にな るが,住 民の補強へのイ ンセ ンテ ィブは向上す るもの と考え られ る.

半壊 ・一部損壊 した場合に も,建 物補修費用の一部 に対 して奨励金 を支給す る(表8-7及 び図8-8).図

8-8に 示 したように,半 壊 ・一部損壊の場合には仮設住宅に入居せずに建物補修 を行 うものとした.

理想の システム型では,恒 久住 宅供与制度 は廃止す るものと した.そ の替わ り,耐 震補強を実施 し

たにも関わ らず全壊 した場合 に,住 宅 再建 費用相 当を奨励金 と して支給す るもの とす る.半 壊 ・一部

損壊 した場合には,現 状 システム踏襲型 と同額の奨励金を支給する(表8-8).

図8-7制 度導入効果の評価 の流れ
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図8-8現 状 システム踏襲 型での各種費用の発生パター ン

表8-7現 状 システム踏襲型にお ける費用負担

表8-8理 想 のシステム型における費用負担

8.3.2補 強前後の建物強度

建物被害程度の推計 には,JICA・IMM(2002)に よ る建物被害関数 を用いた.我 が国における既存不適

格建物 の耐震補 強で は,新 耐震設計基準に基づ く耐震性能 を付 与す る工事 を耐震補強 と認定 している.

ここで,兵 庫県 南部地震時の建物被害デー タに基づ く建物被害関数 によ り,我 が 国にお ける新耐震設

計基準(新 耐震)前 後の建物強度を比較する,あ る地震動xの 時 に被災 ランクR以 上の被害が発 生する確

率PR(x)は,標 準正規分布 の累積確率分布関数Φ(x)を 用いて対数正規分布で表 されて いる(式8-1).係

数 λおよび ζはそれぞれ,lnxの 平均値および標準偏差である.新 耐震以降である1982-1994年 に建築

され た木造建物 の関数で は,λ およ び ζの値 は,5.12お よび0.496で あ る.一 方,新 耐震以 前で ある

1972-1981年 建築 の関数では,λ お よび ζの値は4.73お よび0.378で ある.こ れ ら両者 のλの差は0.39

であ り,こ れ はおよそ ζの値相 当である.そ こで,耐 震補強 を実施 した ことによる建物耐震性能 の増

加は,対 数正規分布関数の平均値が標準偏差相 当分だ け増加す る ものと仮定 した.図8-9は,1-2階 建

ての組積造住宅の場合の,補 強前(太 線)と 補強後(細線)の 建物被害関数である.
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(8-1)

図8-9補 強前後の建物被害関数

8.3.3費 用負担の算 出に用 いたデータ

組積造住宅 の場合,構 造部分の新規 建設費用 は40USド ル/㎡ であ り,耐 震補強費用は30USド ル/㎡ で

ある(表8-4).建 物階層 と1棟 当た りの居住世帯数の関係よ り,組 積造住宅の1-2階 建て には2世 帯居住

している ものとし,総 床 面積は200㎡ とする(1世 帯 あた り床面積100㎡).新 築時の資産価値 は,新 規

建設費用 と等 しいものと した.住 宅 の構造 と設備の被害額 を見積 もる際,被 害額算定 に用 いる床面積

あた りの資産価値は,新 築資産価値が減価償却 によって30年 間で半減 した(年 間減少率2.7%)も のと仮

定 した.建 物の補修 費用は,半 壊 時には新築費用の1/3,一 部損壊時 にはその1/5と した.瓦 礫撤去 費

用及び仮設住宅建設費用は表8-5,8-6の 通 りで ある.組 積造住宅 の1-2階 建てが全壊 した場合の奨励金

支給額は耐震補強費用(6,000 USド ル)の2倍 相当と設定す る.

8.4耐 震補強奨励制度の導入効果の分析結果

1-2階建ての組積造住宅1万 棟に対 して耐震補強奨励制度を導入 した際の,制 度加入率 に応 じた効果 を

紹介する.組 積造住宅 は前述 の通 り,建 物ス トックの23.2%を 占め,耐 震性能 が低 い(図8-3).こ こで

は組積造住宅 の80%を 占める,1-2階 建ての住宅 を対象 として選んだ.

8.4.1現 状 システム踏襲型での制度導入による効果

まずは,現 状 システム踏襲型での制度 を考える.奨 励制度への加入率が増加す るにつれて,建 物被

害が減少す る(図8-10).耐 震補強費用 を住 民が負担す る場合,奨 励制度 の普及 に応 じて,被 害 を受け

た補強済み建物に対す る奨励金 の支 払いが増加する ものの,行 政負担額 の総額 は減少す る(図8-11-A).

この結果か ら行 政側は提案 制度 の浸透 によ りメ リッ トを有する と言える.一 方,住 民側の負担 に着 目

すると,PGVが60kine以 上の地域 では,奨 励制度が普及す るほど住民負担の総額が減少する.し か し,

PGVが60kine以 下の地域では,耐 震補強費用がか さむために住民負担の総額 は逆 に増加す る(図8-11-

B).対 象地域では,PGVが60kine以 下の地域 に,全 建物の87%が 存在 して いる ことか ら,制 度普及 のメ

リッ トは一部 の建物に限 られる と言える.ま た,全 壊 世帯が恒久住宅 を得 る ことによる利益 の享受 も

考慮すると,住 民負担 はマイナスに転 じ,過 度の被災者支援 のため に住 民が逆 に利益を得る様子が明
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ら か と な る(図8-11-C).

図8-10制 度の普及による全壊建物数の変化

図8-11現 状システム踏襲型での制度の普及による住 民 ・行政負担額の変化
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8.4.2耐 震補強技術開発 を加味 した現状 システム踏襲型での制度導入による効果

次 に,耐 震補強技術 の開発 によ り低 コス トの耐震補強技術 が実現 した場合を考 える.補 強費用 を現

状の構造部分の新築建設費用の3/4程 度 か ら日本 と同様 の水準(構 造部分の建設費用の1/8程 度)ま で低

減させる技術開発を想定す る.す なわ ち,補 強費用を30USド ル/㎡ か ら7.5USド ル/㎡ とした.こ の条件

では,PGVが10kine以 上の地域 にお いて,奨 励制度の普及 に応 じて総住 民負担が減少する(図8-12).

図8-4に 示 したシナ リオ地震 では,イ スタ ンブール全域でPGVが10kineを 越える地震動が想定 されてお

り,制 度の普及 によ り,対 象地域全域 において の負担総額 を軽減で きる と言 える.耐 震補強奨励制度

の普及だけではな く,制 度 の普及 と耐震補強の低 コス ト化 とを同時 に進める ことによ り,住 民と行政

の双方にメリットを生み出す制度設計を行 うことができる.

図8-12耐 震補強技術開発 を加味 した現状システム踏襲型での制度普及 による住民負担額の変化

8.4.3理 想のシステム型での制度導入による効果

最後 に,理 想 のシステム型での制度導入 を考 える.恒 久住 宅供与 制度 を廃止す る代わ りに,全 壊時

の奨励金を耐震補強費用の2倍 相 当(12,000USド ル)か ら新規建物建築相 当(20,000USド ル)に 増額 した.

この場合,奨 励金の支払いのため,地 震動 の大 きい地域では制度 の普及に伴って行政負担額 は増加す

る(図8-13).し か し,図8-11-Aと 比較す ると,行 政負担額 は現状 システム踏襲 型に比べて大き く減少

する ことがわかる.被 災者支援 による巨額 の財政支 出を避けるためにも,理 想のシステム型での奨 励

制度の導入が望 まれる.

図8-13理 想のシステム型での制度の普及による行政負担額の変化
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8.5ま と め

本論文では,ケ ーススタデ ィとして トル コ共和国イ スタンブール地域 を取 り上げ,建 物の耐震性能

の問題点および耐震性能の確保 が進 まない理 由を分析 し,耐 震補強 を促進す るための制度 として,耐

震補強奨励制度の導入 を検 討 した.シ ナ リオ地震発 生時 における住民及び行 政にとっての制度導入 の

効果 を分析 した結果,現 行の全壊住宅被害者への恒久住宅 を継続 した場合,提 案制度導入による住民

負担総額 の縮減効果 は一部 の地震動 の強 い地域 に限 られた.し か し,耐 震補強技術の 開発によ り低 コ

ス トの補強技術が実現 した場合には,イ スタンブール市全域の住 民に対する負担総額 を軽減する こと

がで きた.提 案制度 の普及 と耐震補強 の低 コス ト化 を同時 に進める ことによ り,制 度導入の効果 を向

上す ることができる.ま た,行 政側 の負担額 に着 目した場合 には,現 行の恒久住宅供与制度の廃止 と

耐震補強奨励制度の導入 を同時に進 めることによ り,更 な る行政負担額の軽減を図れ る.本 研究 よ り,

今後,日 本や他の国際機関が防災 にお ける国際的支援 を行 う際,地 震発生後の被災地支援だ けでな く,

制度設計や技術開発な どの事前対策へ の支援 を積極 的に実施する ことが重要である ことがわか った.
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